
2021年4月1日

厚生労働省 新潟労働局 監督課

賃金引上げと下請取引適正化に係る対応状況等



下請取引適正化及び賃金引上げに係る対応

・下請取引適正化に向けた労働行政の取組

・賃金引上げに向けた労働行政の取組

参考資料



下請取引適正化に向けた労働行政の取組
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取引環境の改善（下請け取引の適正化の促進等）
・監督指導時における通報対象確認シートの配付による賃金引上げの阻害要因として、

「下請代金の支払遅延」等の有無の確認を実施

通報対象確認シートの配付状況 令和４年度 130件（うち、建設業は31件）

令和５年度 545件（うち、建設業は88件）

令和６年度（６月末時点） 148件（うち、建設業は13件）

＜労働基準監督署では、元請負人による建設業法違反等の相談に対応し、国土交通省への取次ぎも行っています。＞

・新潟（025-288-3571） ・長岡（0258-33-8711）

・上越（025-524-2111） ・三条（0256-32-1150）

・新発田 （0254-27-6680）

・新津（0250-22-4161） ・小出（025-792-0241）

   ・十日町 （025-752-2079）

・佐渡（0259-23-4500）

新潟県内の労働基準監督署

【監督署と国土交通省との通報制度】

下請負人

労働基準監督署
通報

報告

国土交通省

元請負人立 入 検 査

・建設業法第19条の３

（不当に低い請負代金の禁止）等

臨検監督
（建設業法第19条の３（不当に低い請負代金の禁止）、第19条の４（不当な使用資材等の購入

強制の禁止、第19条の５（著しく短い工期の禁止等の要件に該当した場合）
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賃金引上げに向けた労働行政の取組

（１）監督指導時における賃金引上げに向けた働きかけ（要請書の交付）
令和４年度 1,656件（うち、建設業は288件）

令和５年度 2,386件（うち、建設業は355件）

令和６年度（６月末時点） 595件（うち、建設業は104件）

（２）同一労働同一賃金の遵守の徹底に向けた取組支援

・パートタイム・有期雇用労働法関係

監督署による事実確認件数 1,411件 報告徴収を実施した件数 79件

・労働者派遣法関係

監督署による事実確認件数 259件

調査対象企業として選定した件数 96件 （調査実施件数 93件）

賃金引上げに向けた労働行政の取組
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※ 令和４年12月１日～令和６年６月30日時点

：既存の取組 ：令和４年12月からの取組

：今回の取組



（参考）時間外労働の上限規制の概要（一般の建設の事業）

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（原則）
月45時間
年360時間

法律による上限
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内 ※

・月100時間未満 ※  ※ 休日労働含む

１年間＝12か月

年間６か月まで
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⚫ 時間外労働の上限は、原則として月45時間・年360時間となる。

⚫ 臨時的な特別の事情があり労使が合意する場合（特別条項）でも、以下の規制がかかる。

➢時間外労働が年720時間以内

➢時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年６か月が限度

➢時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

時間外労働の上限規制のイメージ

法改正後（令和６年４月１日以降）



（参考）時間外労働の上限規制の概要（災害時における復旧及び復興の事業）
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時間外労働の上限規制のイメージ

●建設事業のうち、災害時における復旧及び復興の事業に限り、 令和６年4月1日以降も一部の規定は適用されない。

×適用されない規定

➢時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

○適用される規定

➢時間外労働が年720時間以内

➢時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年６か月が限度

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（原則）
月45時間
年360時間

法律による上限
・年720時間以内

年間６か月まで

１年間＝12か月



（参考）最低賃金・賃金引上げに向けた支援策①
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（参考）最低賃金・賃金引上げに向けた支援策②
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（参考）賃金引き上げ特設ページ
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（参考）平均的な賃金リーフレット（新潟県・建設業）
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